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●４月２日（水）無料法律相談会が開催されます。 
無料法律相談会が開催されます。この機会にお気軽にご相談下さい。なお、相談人数に限りがあります

のでお申込は電話でお早めに。なお詳細は、別紙チラシをご覧ください。 

 １ 日 時 平成２６年４月２日（水）午前１０時～正午まで 

 ２ 会 場 黒埼商工会館  

 ３ 相談員 山田 寿 弁護士 

●平成２５年分確定申告期間・納期限のお知らせ 

 ○所 得 税  申告期間 平成２６年２月１７日（月）～３月１７日（月） 

         納 期 限  平成２６年３月１７日（月） 

 ○消 費 税  申告期間 平成２６年１月６日（月）～３月３１日（月） 

         納 期 限  平成２６年３月３１日（月） 

 ○贈 与 税   申告期間 平成２６年２月３日（月）～平成２６年３月１７日（月） 

        納 期 間  平成２６年３月１７日（月）  

 ○振替納税  振替納税 所得税４月２２日（火）・消費税４月２４日（木） 

  ※ 振替納税を希望される場合は別途手続きが必要です。 

  詳細は商工会にお問合せ下さい。 

 （公財）新潟市産業振興財団（新潟ＩＰＣ財団）では、平成２６年度に実施を予定している各種補助事

業の説明会を下記のとおり開催します。 

 なお、詳細は別紙チラシをご覧ください。 

 ○ 日 時 ３月１３日（木）午後２時３０分から午後４時 

 ○ 会 場 新潟テルサ大会議室（新潟市中央区鐘木１８５－１８）  

○ その他 詳細は、（公財）新潟市産業振興財団 ビジネス支援センターまでお問合せ下さい。         

      ＴＥＬ:０２５－２２６－０５５０ 

●新潟ＩＰＣ財団「新年度事業説明会」開催について 

●気軽に相談 身近な窓口 
～独占禁止法相談ネットワークでは皆様からのご相談を受け付けております～ 

 ○このようなことでお困りではありませんか？ 

 ◆どんな情報交換をすると問題なの？ 

 ◆注文どおりなのに、取引先から返品された！下請法に違反じゃないの？ 

 ◆取引先が消費税の転嫁を拒否している。消費税転嫁対策特別措置法に違反じゃないの？ 

 商工会では、このような独占禁止法及、下請法及び消費税転嫁対策特別措置法に照らして問題になるの

ではないかといった相談を受け付けております。内容、御希望により公正取引委員会の窓口を迅速に御紹

介します。公正取引委員会では、ご相談に応じ、適切な対処、的確な対応をいたします。 

 お問合わせ先は 

 ◎黒埼商工会 

 ℡:０２５－３７７－３１５５ 

 ・公正取引委員会事務総局 

 ℡:０３－３５８１－５４８１（独占禁止法、下請法） 

 ℡:０３－３５８１－３３７９（消費税転嫁対策特別措置法） 
裏面もご覧下さい 



●商工貯蓄共済 受診料助成事業の手続きをお忘れなく！ 

黒埼商工会館で行った健康診断（健診機関：（社）新潟県労働衛生医学協会、（社）新潟県健康管理協会）

を利用された場合、または人間ドックを新潟県商工会連合会提携機関で受診された場合に、貯蓄共済１口加

入につき５００円、１人１５口分（７，５００円）を限度に受診料を助成しています。 

 なお、今年度受診分の助成金は年度内（平成２６年３月）を申請期限としておりますので、該当する方は

お忘れなく手続きして下さい。詳細は商工会にお問合せ下さい。 

●飲食店のための集客・売上アップセミナーのご案内 

平成２６年４月から消費税率８％が適用され、駆け込み需要の反動から個人消費の冷え込みが予想されま

ます。とくに外食産業は、その影響を大きく受けるため、すばやい対策が必要となります。 

そこで新潟県商工会連合会では、これまで１０００件以上の飲食店の増客増収支援を手がけ、数多くの成

功実績をもつ講師から、飲食店の現場が無理なく出来得る範囲内で、最大の結果を出す方法・手段等につい

て学ぶことを目的に下記の通りセミナーを開催します。 

１ 日  時 平成２６年４月２日（水）午後２時～午後４時 

２ 会  場 新潟県商工会館 ７階 大会議室 

 ３ 講  師 一般社団法人日本フードアドバイザー協会 遠山 景子 氏 

４ 受 講 料 無料  

５ 定   員 ５０名 

６ 申込期限  平成２６年３月２６日（水） 

※詳細及びお申込は、別紙チラシをご覧ください。 

●印紙税の非課税範囲の拡大について 
「所得税法等の一部を改正する法律」により、印紙税法の一部が改正され、平成２６年４月１日以降に作

成される「金銭又は有価証券の受取書」に係る印紙税の非課税範囲が拡大されました。 

なお、詳細は別紙チラシをご覧ください。 

 

金銭又は有価証券の受取書に係る非課税範囲 

現行 ３万円未満 

平成２６年４月１日以降 ５万円未満 

●女ごころをつかむマーケティングセミナーのご案内 
新潟県商工会連合会では小売・サービス業の消費税増税対策として、消費財の８割は女性が購買決定権を

持つといわれていることに着目し、女性ならではの視点と客観的な分析・提案を活かし、これまでに数々の

女性向け消費財の商品企画、セールスプロモーションを手がける講師から、女性に支持される売れるモノづ

くりや店づくり、男女の買い物価値観のちがいなどをテーマに下記のとおりセミナーを開催します。 

１ 日  時 平成２６年４月７日（月）午後１時３０分～午後３時３０分 

２ 会  場 新潟県商工会館 ７階 大会議室 

 ３ 講  師 ㈱女ゴコロマーケテング研究所 代表取締役 木田 理恵 氏 

４ 受 講 料 無料  

５ 定   員 ５０名 

６ 申込期限  平成２６年４月１日（火） 

※詳細及びお申込は、別紙チラシをご覧ください。 


